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 サステナビリティ規制による生産地の分断に対し、小規模生産者を包摂する政策が必要。

 サステナブルな生産活動普及には、政策と民間施策、強制的措置と自主的措置のスマートミ

ックスが有効。

 サステナビリティの費用と便益の配分のメカニズムを理解し、「公正な移行」のあり方の検討

が必要。

生産者にとって気候変動や環境、労働・人権

課題を含むサステナビリティへの取り組みは喫

緊の課題である。先進国はサプライチェーンに

対する規制を増やしているほか、企業も自主的

な施策による対応をすすめている。しかし、こ

のような施策の包摂性の検証が必要である。包

摂性を欠くと施策の普及が進まず、未対応な財

は規制されない市場に流れ、リーケージが発生

する。リーケージが深刻な状況では、森林や生

物多様性など国際公共財の保護が立ち行かなく

なる。労働や人権面の問題も大きい。本論では、

民間施策であるサステナブル認証の普及状況を

事例として紹介し、包摂性がある施策に必要な

方向性について検討する。 

サステナブル規制・民間基準

自国に供給する財のサプライチェーンのサス

テナビリティにかかわる規制は近年世界で増加

している（表）。規制はサプライチェーンを辿っ

て森林破壊や労働・人権問題を引き起こさない

ことなどを企業に求めている。

表：サステナビリティ規制の例 

EU Corporate Sustainability Due Diligence Directive 

Deforestation-Free Product Regulation 

Battery Directive, Conflict Minerals Regulation 

米国 FOREST Act 2021, Dodd-Frank Act 

英国 Environmental Act 2021 

これらの規制対象には他国の生産者も含まれ

るため、規制国以外の規模の小さい生産者も影

響を受けることが特徴である。

政府の規制だけでなく、社会的責任を果たす

取り組みを導入する企業も増えている。例えば

再生可能エネルギー導入を進めたり、原材料調

達時にサステナブル認証財を利用したり、様々

な方法がある。これらの取り組みは企業の非財

務情報開示を通じるなどして公開される。

サステナビリティ施策の普及と包摂性

政府・民間によるサステナビリティ施策が増

えるなか、これらの施策がどのくらい生産者の

生産活動をサステナブルなものに変革している

のか。全体像を掴むのは容易ではないが、グロ

ーバルに認知されている民間パーム油 RSPO 認

証を例としてみる。

世界のパーム油生産量の 2 割程度が認証され

ている。さらに分析すると RSPO 認証を取得す

る生産者は上場企業が所有する農園であること

が多い。しかし、株式市場や投資家からのサス

テナビリティに関する要求を受けていない生産

者や、認証取得に資金やキャパシティ面で困難

がある小規模農家の取得は進んでいない。認証

されていないパーム油は国内や中国、インドな

ど新興国市場で需要があるのが現状である。新

興国へのリーケージがあるが、消費者がサステ

ナビリティ施策導入にかかわるコスト負担をし

ない場合、小規模農家等の資金制約が厳しい生

産者が自らサステナブルな生産活動を実施して
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いくことは難しい。

客観的にサステナビリティに関わる施策の効

果を確認できるよう、様々な技術を用いる必要

性がでてきている。生産者の立地を示すための

地理情報、森林破壊が行われていないか示すた

めの衛星データ、またデータベース利用も必須

である。しかし、このような作業をすべての生

産者が実施することは現実的でないだろう。

 この事例から、先進国の民間部門が行う任意

のサステナビリティの施策は一部の生産者には

影響を与えるが、対応しない・できない生産者

もいることがわかる。先進国の規制の場合はど

うだろうか。強制的な規制であっても、導入国

のみでしか効力をもたず、対象が大企業に限定

されていることもある。そもそも規制導入国の

みでしか効果をもたないため、経済規模が拡大

する新興国が同様の規制を導入しなければ、生

産地での対応には分断が生じると考えられる。

サステナビリティ施策のスマートミックス

サステナビリティ施策の普及には、いくつか

の制約がある。生産者のキャパシティや資金、

対象とする財市場や資本市場からの要求の有無

が主なものとして挙げられる。

サステナビリティに関する規制や民間の措置

など様々な施策が導入されてきた。先進的な民

間施策は、競争戦略として企業ブランドや資本

市場への開示を重視する企業にとって大きな効

果があると思われる。一方、そのような企業は

全体の一部でしかないことを考えると、他の生

産者を包摂するためには別の施策が必要であろ

う。例えば規制を使って、競争上の動機を強く

もたない生産者を含めた基礎的な施策の普及を

進め、段階的に規制水準を引き上げていくこと

が有効かもしれない。

 また、サステナビリティ施策のなかでも導入

の難易度が高いものや新しい課題にかかわるも

のについては、多くのステークホルダーを含め

た議論や調整が必要となる。また小規模生産者

が使うことができるアプリを開発するなど、新

しい技術が役立つ場合もあるだろう。このよう

な場合は、民間主導の方が試行錯誤が容易で、

施策の導入や普及に適している可能性もある。

 このように、規制と民間施策、そして強制的

な施策と自主的な施策の組み合わせを、サステ

ナビリティの問題の性質やかかわるステークホ

ルダーの動機や状況に応じて選択することが、

施策普及を後押しすることに役立つだろう。

サステナビリティのコストとプレミアム

サステナビリティ施策の実施にはコストがか

かる場合もある。例えば労働安全を確保するた

めにはヘルメットなどの装備を整える必要があ

り、資金や投資が必要となる。今後サステナビ

リティを考慮した生産活動の実施を証明するた

め、情報伝達など新しい技術の導入や、新たな

投資が必要になる可能性もある。またサステナ

ブル認証を取得する場合は、監査コストなどの

負担が必要となる。このようなコストを誰が負

担するのかも、施策普及を考えるうえでは重要

になる。民間の認証では、最低価格が設定され

たり、共同体が行う投資への資金供与が行われ

たりすることもあるが、認証によって異なる。

また認証財の価格が交渉で決まる場合もあり、

認証財が高い価格で取引されれば、その利益に

より、サステナブルな生産にかかるコストを相

殺できる。しかし、認証財の取引価格が需給で

決まる場合には、リスクがあるだろう。

 大企業であれば、このようなコスト負担は大

きな問題にはならないかもしれないが、小規模

生産者には高いハードルとなる。そのため、イ

ンドネシアやマレーシア政府のパーム油のサス

テナブル認証では、政策的に認証取得の資金の

支援などが行われている。このように、コスト

負担や得られるプレミアム、そして政府による

支援などを組み合わせる必要があるだろう。

まとめ 

 先進国は政府・民間の両方でサステナビリテ

ィ施策をサプライチェーン全体に適用している。

これらの施策は一部の生産者の生産活動を変革

している。しかし、対応できない生産者が規制

のない市場に供給を続けるリーケージが起こる。

気候変動など国際公共財を守るためには、包摂

性がある取り組みが必要になる。その方策とし

て、政府と民間、強制と自主的取り組みを組み

合わせた組み合わせ（スマートミックス）

が不可欠である。

参考文献：道田悦代(2025)『サステナブル認証

のルール形成：グローバル・サプライチェーン
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